
目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

月１回の融資あっせん審査会を開催し、自治金融利用者のための融資あっせんを行うほか、茨城県信用保
証協会への信用保証料分の補助、自治金融利用者への利子補給、自治金融の貸付利率の低利維持のため、
市内金融機関への預託を行う。また、経営安定関連に係る認定や融資関連の情報提供及び相談受付を実施
する。

継続

融資対策事業

補助金（直接）

         1.00          1.00          1.00          1.00          1.00

       156.00        156.00        138.00        150.00        150.00

有 有 有 有 有

       7,445        7,167        7,139        7,169        7,169

01-070102-12

       210.0        102.0          0.0          0.0          0.0          0.0

     129,929      118,545       92,603            0            0

毎年度

つくば市融資あっせん審査会条例、つくば市中小企業
事業資金融資あっせん規則等

特になし

市内の中小企業者に対し、事業資金の融資あっせん及びこれに係る補助等を行うことにより、中小企業の
金融の円滑化を図り、経営基盤の安定・強化に努める。

自治金融の融資あっせん件数（年間）

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

       400.0        400.0        400.0        400.0        400.0        400.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

478

活動結果指標

経済部産業振興課

経営支援係

市内中小企業者等

件

           0            0      143,831      143,831      143,831

         456          229        1,657            0            0

      55,000       54,001       54,001            0            0

      74,473       64,315       36,945            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）
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）
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（

（

（
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３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

新型コロナウイルス感染症対策に関する支援策について、国、県、関連団体等の制度をHPで発信する。
本市の融資制度について、利用者及び金融機関に対し、HPや窓口等で的確に情報提供する。

毎月融資あっせん審査会を開催し融資あっせんを行うとともに、自治金融利用者への利子補給及び信用保
証料補助を行った。また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者に対してセーフティーネット
保証の認定を行った。これらのことにより、中小企業者の事業資金調達の円滑化による事業の安定・継続
に寄与することができた。

継続

4

4

5

3

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市が直接担うべき事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

利用者に対して、自治金融等既存の融資制度に加え、日々状況が変化する新型コロナウイルス感染症対策
に関する支援策等、融資制度全般について的確な情報提供を図る必要がある。
金融機関に対して、より正確に本市の融資制度の情報提供を行う必要がある。

特になし

 1,091,800.0

27,880,293.0

28,559,621.0

         0.0

   616,000.0

 6,198,780.0

24,432,352.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

自治金融の融資実行総額（年間）

自治金融の融資実行時の保証料補助金の総額（年間）

自治金融の融資実行時の利子補給額の総額（年間）

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

活動結果指標

活動結果指標

活動結果指標

千円

円

円

融資制度について市HPを分かりやすい内容に更新し、利用者に効果的な周知を図った。
窓口や電話対応についてＱＡ集を活用することで、利用者に寄り添った情報提供をすることができた。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

・茨城県や宅建協会と連携し、新たな企業の立地につなげる。
・市工業団地企業連絡協議会の運営を行う。
・立地企業への訪問等を県と実施することで、企業の操業環境を把握し、企業活動の円滑化を支援する。
※行政アクションプラン「50 企業立地による税収の確保」該当

継続

企業立地推進事業

職員のみ

         0.70          1.00          1.00          1.00          1.00

       120.00        120.00        136.00        120.00        120.00

有 有 有 有 有

       5,238        7,079        7,134        7,095        7,095

01-070102-15

       164.0        189.0          0.0          0.0          0.0          0.0

      17,405       15,297      134,256            0            0

毎年度

工場立地法、地域未来投資促進法
つくば市産業活性化促進条例

つくば市産業戦略

新たな企業の誘致と立地企業の定着化及び事業規模拡張を促進し、産業の活性化と雇用の拡大を図ること
で、市内の経済活性化、税収の増加を図る。

工業団地への企業立地件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

       160.0        160.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

09産業と技術革新の基盤をつくろう

483

成果指標

109-1 110

経済部産業振興課

企業立地推進係

市内外企業等

社

           0            0      136,756       45,651       43,092

           0            0            0            0            0

      10,817       10,578      131,749            0            0

       6,588        4,719        2,507            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）
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（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

県と連携した企業誘致を推進するとともに、宅建協会と連携し事業用不動産物件情報の周知を図る。
「市工業団地企業連絡協議会」の会員企業、上大島工業団地やみどりの工業団地及びテクノパーク桜の立
地企業との情報共有や意見交換を図るため、定期的な企業訪問を実施する。

新型コロナウイルス感染症の影響により、「市工業団地企業連絡協議会」の総会は書面開催となった。
「テクノパーク大穂企業連絡協議会」、「テクノパーク豊里企業連絡協議会」の総会に、オンラインで参
加し、新型コロナウイルス感染症の影響等の情報共有を図ることができた。
奨励金の交付企業は、雇用の創出を図ることができている。

継続

3

4

4

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

新規企業の立地につながる産業用地が不足している。
立地企業との情報共有及び企業間交流を図るため、継続的に立地企業と意見交換する必要がある。

特になし

         3.0

        62.0

         6.0

         0.0

         3.0

       189.0

         6.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

※行政改革アクションプラン「50 企業立地による税収の確保」該当指標

産業活性化奨励金の交付によって新たに雇用された従業員数

工業団地企業連絡協議会に加入する工業団地数（市内工業団地数：９団地、協議会結成団地数：８団地）

産業活性化奨励金の交付件数

産業活性化奨励金による新規雇用者数

工業団地企業連絡協議会加入団地数

新規立地希望者・市内移転希望者へのフォローアップ支援件数

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         7.0

         0.0

         0.0

         0.0

         7.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         6.0

         0.0

         0.0

         0.0

        10.0

         0.0

         0.0

         0.0

        15.0

－

活動結果指標

成果指標

成果指標

件

人

団地

件

県と今後の企業誘致を推進するため、誘致方策等の意見交換を実施した。
連携協定に基づき、宅建協会から物件情報の提供を受け、企業へ情報提供を実施した。
立地企業に県とともに訪問し、人材確保等の情報収集を実施した。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

つくばコレクション評価懇話会

産業戦略会議

・市内物産品等を、認証制度によりブランド化し、市内外に対して普及促進を図るとともに、販路拡大の
支援を行う。
・市内物産品等の改良、新規開発等を支援することで、魅力向上へ繋げる。

継続

ブランド推進事業

職員のみ

         1.00          1.00          0.85          1.00          1.00

        95.00         95.00        130.00         95.00         95.00

無 無 無 無 無

       7,293        7,017        6,100        7,034        7,034

01-070102-16

        12.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

       1,519        1,107          984            0            0

毎年度

特になし

つくば市産業戦略

市内の優れた物産品をブランド化し、販路拡大やイメージアップを図る。

物産会物産品、つくばコレクション認証商品のPR・販売出展イベント数

市内物産品のPR・販売出展イベント数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

        34.0         35.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

09産業と技術革新の基盤をつくろう

486

活動結果指標

111 112-1

経済部産業振興課

産業創出支援係

市内物産事業者等

件

           0            0        1,727        1,727        1,727

           0            0            0            0            0

          32           21           27            0            0

       1,487        1,086          957            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

パッケージデザインなどについて、専門家のアドバイスが受けられる機会の創出について検討する。

新型コロナウイルス感染症の影響のため、市内外のイベント等の出展・ＰＲはできなかった。一方、つく
ばコレクションの新規・更新認定作業は、感染症対策を十分に講じた上で、市民モニターも交えて懇話会
を開催することができたため、例年通り実施することができた。

継続

4

2

4

4

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画から遅れている。（未達成）

市の関与の必要性が高い事業である。

市民生活への影響等を鑑みて、優先的に取組むことが必要と判断される。

つくばコレクションの魅力を更に向上させるために、パッケージデザインなどをブラッシュアップする必
要がある。

特になし

         7.0

         0.0

         0.0

         0.0

        13.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくばコレクションの認定件数

つくば市認定制度の認定件数

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        10.0

         0.0

         0.0

         0.0

        10.0

         0.0

         0.0

         0.0

        10.0

         0.0

         0.0

         0.0

        10.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

活動結果指標件

新型コロナウイルス感染症の影響のため、市内物産品（つくばコレクション認証商品を含む）の販促イベ
ント実施できなかった。併せて、市内事業者の経済支援を優先したため、フォローアップ制度の構築は次
年度以降に見送ることとなった。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

産業フェア

特になし

特になし

産業戦略会議（予定）

・市内で作られた製品や技術、サービス等の販路拡大や認知度向上のため産業フェアを開催する。
・「つくば市商工会」への補助金や市内既存商店街の空き店舗解消を目的とした補助金を交付することで
地域経済の活性化を図る。
・所管法令に基づく事務を執行する。

継続

商工業振興事業

一部委託

         0.40          0.60          0.90          0.90          0.90

        30.00         30.00        124.00         30.00         30.00

無 無 無 無 無

       2,898        4,144        6,425        6,194        6,194

01-070102-11

     3,266.0      3,248.0          0.0          0.0          0.0          0.0

      37,856       50,364       25,754            0            0

毎年度

商工会法他権限委譲４法

つくば市産業戦略

社会環境や商業環境の変化、消費者ニーズの多様化に対応するため、経済団体及び指導団体である「つく
ば市商工会」と連携を密にし、市内企業の経営基盤の安定・強化を図る。

つくば市商工会に加盟する会員数

商工会会員数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

     3,482.0      3,500.0      3,500.0      3,500.0      3,500.0      3,500.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

09産業と技術革新の基盤をつくろう

Ⅰ-2 5 3 空き店舗等の利活用の推進

030

成果指標

85-1 108

経済部産業振興課

経営支援係

市内中小企業者等

会員

           0            0       36,670       36,670       36,670

          44           33           45            0            0

           0            0            0            0            0

      37,812       50,331       25,709            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

商工会に加え周辺市街地振興室との連携を図ることで、補助金の効率的な運用や効果的な支援を図る。

商工会への補助金や空き店舗補助金の交付により地域の商工業振興を図ることができた。
新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けた事業者に対して、新型コロナウイルス対策飲食券事
業やテイクアウト推進支援給付事業を実施し、事業の継続を支援することができた。
大規模小売店舗立地法等、各種法令事務を適正に執行することができた。

継続

4

4

4

5

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

戦略プラン等に掲げられた市の重点事業であり、優先的に取組む必要性が高い。

商工会実施事業について、意見交換を実施するなどして事業の精査を行う必要がある。
空き店舗補助金について、制度のさらなる周知を図る必要がある。

特になし

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

（個別施策Ⅰ-２-⑤空き家・空き店舗等の有効活用の推進）補助金交付要綱に基づき、交付決定した件数

既存商店街等空き店舗活用補助金交付決定数

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

成果指標件

商工会との産業振興連絡会等を通じ、意見交換や情報共有を行うことで市と商工会が協調して事業を実施
することができた。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

宝篋山ふるさとの山づくり植樹祭

特になし

特になし

特になし

・商工行政の総合調整を図るため、商工会と産業振興連絡会を開催し、意見交換や情報共有等を行う。
・採石法に基づく採石計画に記載されている緑化事業の一環として、宝篋山ふるさとの山づくり事業（植
樹事業）を実施し、宝篋山の採石事業跡地の早期緑化を目指す。

継続

商工総務事業

職員のみ

         0.20          0.10          0.10          0.10          0.10

        30.00          0.00          0.00          0.00          0.00

無 無 無 無 無

       1,487          679          680          680          680

01-070101-11

       420.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

          83          107            0            0            0

毎年度

特になし

特になし

地域商工業者の指導的立場である「つくば市商工会」との連携を密にすることで、中小企業の経営基盤の
安定・強化を図り、地域振興に寄与する。

（Ⅱ-６-②自発的な保全活動の推進）宝篋山ふるさとの山づくり事業で隔年実施する植樹祭での植樹本数

宝篋山ふるさとの山づくり植樹祭での植樹本数（隔年実施）

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

       400.0          0.0        400.0          0.0        400.0          0.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

Ⅱ-6 2 3 植樹活動の支援

475

活動結果指標

経済部産業振興課

経営支援係

市内中小企業者等

本

           0            0           40           40           40

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

          83          107            0            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

商工会との意見交換会は、課題テーマを設定するなど内容の充実を図る。
植樹祭開催の際は、参加人数を調整し、消毒・除菌を徹底する等の対策を講じる。

商工会との意見交換（産業振興連絡会）を通じて、市及び商工会の事業や中小企業へのコロナ支援策等に
ついて情報共有を図ることができた。
採石法に基づき、適切に事務処理を行うことができた。また、ふるさと山づくり計画に基づき、地元代表
者や事業者等で構成する懇談会を開催することにより、緑化計画を推進することができた。

継続

3

4

4

5

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

戦略プラン等に掲げられた市の重点事業であり、優先的に取組む必要性が高い。

商工会との連携は、既存事業だけでなく事業承継等の新たな分野についても強化する必要がある。
令和３年度の植樹祭については、新型コロナウイルス感染症対策を講じて開催する必要がある。

特になし

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

商工会と意見交換を実施し、連携して事業継続力強化支援計画の策定に取り組んだ。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

就職フェア

特になし

特になし

産業戦略会議（予定）

市内中小企業の魅力向上と若者のマッチングを目的としたセミナー及び面接会（就活支援事業）を開催す
る。また、就職だけではなく創業という選択肢を示し、創業による定着を目的として、市が店舗を短期的
に提供するチャレンジショップ事業を実施する。

継続

若者地域定着加速化事業

一部委託

         0.30          1.00          0.50          0.80          0.00

        30.00         30.00        136.00         30.00          0.00

無 無 無 無 無

       2,193        6,857        3,734        5,514            0

01-020113-12

        83.0        194.0          0.0          0.0          0.0          0.0

       4,234        9,335        5,916            0            0

毎年度

特になし

地方創生推進交付金実施計画
つくば市産業戦略

平成28年度から平成30年度に実施した若者地域定着化支援事業の成果及び反省点を踏まえた後継事業に取
り組み、更なる若者の市内定着化を図る。

（Ⅳ-２-①地域産業人材の確保・定着の推進）

就活支援イベントの参加者数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

        75.0         80.0         85.0         90.0         95.0        100.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

Ⅳ-2 1 1 若者の地域定着化の促進

473

活動結果指標

経済部産業振興課

企業立地推進係、産業創出支援係

35歳以下の若者、市内企業等

人

           0            0       14,650       17,350            0

       2,117        4,667            0            0            0

           0            0            0            0            0

       2,117        4,668        5,916            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

就職支援事業は、市内大学等の就職支援担当者との意見交換の場を設定し、事業の周知活動を強化する。
チャレンジショップ運営事業は、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策を講じた開催方法を検討す
る。

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、就活支援事業は、セミナー（就活応援セミナー、採用力向上セ
ミナー）やイベント（就職フェア）をオンライン開催することとなったが、結果として求職者が参加しや
すい環境となったため、参加求職者数が増加した。また、参加者（求職者、企業）アンケート結果も高評
価であったため、満足度の高い事業となった。

継続

5

2

4

5

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画から遅れている。（未達成）

市の関与の必要性が高い事業である。

戦略プラン等に掲げられた市の重点事業であり、優先的に取組む必要性が高い。

就職支援事業は、セミナーやイベントの参加者数をさらに増加させるため、市内大学等と連携を強化し対
応方策を検討する必要がある。また、チャレンジショップ運営事業は、新型コロナウイルス感染症に留意
しながら開催方法を検討する必要がある。

特になし

         4.0

       220.0

         0.0

         0.0

         1.0

       709.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

就活支援イベント後に内定が決定した人数　※参加者の多くは翌年度に就職活動を行う方（主に大学３年）

就活イベントにおいて、参加求職者が企業ブースで面談した件数　※相談件数は出展企業の業種に大きく影

で、実際の内定者を補足することが困難なため、目標値は設定していない。

響され目標設定に馴染まないため、令和元年度から目標値を設定していない。

就活支援イベント実施後の内定者数

就活支援イベント時のマッチング相談件数

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

成果指標

活動結果指標

人

件

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、市内大学等との連携強化の取組、チャレンジショップ運営事業
の実施を見送ったため、次年度以降の課題とした。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

元気いばらき就職面接会、保育士就職フェア、市内認定こども園・保育所見学ツアー

特になし

特になし

産業戦略会議（予定）

つくば市ふるさとハローワークに３名の会計年度任用職員を配置し、職業相談や職業紹介の補助及び雇用
制度や職業情報の周知等を行う。

継続

雇用促進対策事業

職員のみ

         0.40          0.50          0.50          0.50          1.00

        50.00         50.00         68.00         50.00         80.00

有 有 有 有 有

       2,948        3,515        3,567        3,523        6,997

01-050102-11

     6,344.0      6,153.0          0.0          0.0          0.0          0.0

       5,844        3,217        3,761            0            0

毎年度

雇用機会均等法

つくば市産業戦略

国が行う職業紹介と就職支援を実施し、市民の雇用機会の拡大を図ることにより、市民の雇用の安定化と
地域社会の活性化に寄与する。

ふるさとハローワークにおける就職相談件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

    10,000.0     10,000.0     10,000.0     10,000.0     10,000.0     10,000.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

10人や国の不平等をなくそう

Ⅳ-2 1 2 企業の人材確保と就労支援

474

活動結果指標

経済部産業振興課

企業立地推進係

市民

件

           0            0        4,685        5,088        7,660

           0            0            0            0            0

          22           22           25            0            0

       5,822        3,195        3,736            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

市HPやSNSを活用し、ふるさとハローワークの周知を定期的に実施する。
エアコン設備の増設等により改善を行う。

茨城県やハローワーク土浦と連携し、「元気いばらき就職面接会」等のイベントを開催し、求職者と企業
とのマッチング機会を提供することができた。
ふるさとハローワークが入居する建物及び設備等の老朽化による施設の修繕等のため、個別施設計画を策
定した。

継続

3

4

4

5

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

戦略プラン等に掲げられた市の重点事業であり、優先的に取組む必要性が高い。

新型コロナウイルス感染症の影響等による離職者に、ふるさとハローワークの利用促進、就職イベント等
の周知を図る必要がある。
空調設備が劣化しており、エアコン設備の改修等が必要である。

特になし

       719.0

         0.0

         0.0

         0.0

       525.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

（Ⅳ-２-①地域産業人材の確保・定着の推進）　※運営はハローワーク土浦が行っているため目標値は設定
していない。

ふるさとハローワークでの就職者数

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

成果指標人

ふるさとハローワークが入居する建物及び設備等の老朽化による施設の修繕等のため、個別施設計画を策
定した。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

創業シンポジウム、創業啓発セミナー

特になし

特になし

創業支援ネットワーク会議、産業戦略会議

・「産業競争力強化法」により国から認定を受けた「創業支援等事業計画」に基づき、「つくば創業支援
ネットワーク会議」で組織された支援機関が一体となり、創業希望者にセミナーや相談事業などの創業支
援施策を実施する。
・新規創業者に対し補助金を交付する。

継続

創業支援事業

職員のみ

         0.60          0.80          0.85          1.00          1.00

       170.00        170.00        112.00        170.00        170.00

無 無 無 無 無

       4,657        5,846        6,055        7,218        7,218

01-070102-13

       102.0         27.0          0.0          0.0          0.0          0.0

       2,629        2,120        3,350            0            0

毎年度

産業競争力強化法

つくば市創業支援等事業計画、つくば市産業戦略

国から認定を受けた創業支援等事業計画に基づく創業支援施策の実施により、地域産業の活性化及び産業
競争力の強化を図る。

（Ⅳ-２-②地元企業等の新たなチャレンジの支援）特定創業支援機関から支援を受け、当該年度内に新たに
創業した件数※R2年度は未集計のため、新規創業促進補助金利用者数を記載（R3.6頃数値確定）

新規創業者数（年間）

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

        78.0         79.0         79.0         79.0         79.0         79.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

09産業と技術革新の基盤をつくろう

Ⅳ-2 2 1 創業の支援

480

成果指標

108

経済部産業振興課

産業創出支援係

市内創業希望者等

件

           0            0        4,060        4,006        4,060

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

       2,629        2,120        3,350            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

創業相談の「オンライン」化を検討するなど、創業支援体制の強化を図る。
創業支援ネットワーク会議において、各機関とともに連携強化方策について協議する。

創業啓発セミナーを開催し、「創業支援ネットワーク」の周知や参加者の創業意欲向上に繋げた。
新規創業促進補助金(会社設立時の登録免許税と定款認証手数料補助)により、新規創業を促進できた。
各支援機関における事業の告知協力や、情報共有により、支援体制を強化することができた。

継続

4

4

4

5

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

戦略プラン等に掲げられた市の重点事業であり、優先的に取組む必要性が高い。

新型コロナウイルス感染症の影響が今後も続くことが予想されるため、これまで以上に「オンライン」の
活用が求められるとともに、創業支援ネットワークを構成する各機関においても支援手法の工夫や相互支
援体制強化が必要となってくる。

特になし

        29.0

        20.0

         0.0

         0.0

        38.0

        28.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

特定創業支援機関から支援を受けたことの証明書発行件数（人数は年度重複があり不適）

補助金交付要項に基づき、交付決定した件数

証明書発行件数

補助金交付決定件数（登録免許税）

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

        30.0

         0.0

         0.0

         0.0

        30.0

         0.0

         0.0

         0.0

        35.0

         0.0

         0.0

         0.0

        35.0

         0.0

         0.0

         0.0

        35.0

         0.0

         0.0

         0.0

        35.0

         0.0

         0.0

－

活動結果指標

活動結果指標

件

件

市の実施体制において、総合相談窓口業務に加え「産業振興センター」に特定創業支援機関の役割を付与
するとともに、創業に関する支援制度について、HPやメルマガ等で周知した。
女性・若者起業家教育事業は新型コロナウイルス感染症の影響により見送りとなった。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

つくば市産業戦略会議

・技術革新や国内外の販路拡大等に積極的に取り組む地元企業等に対して、成長に向けたチャレンジのた
めの資金の補助を行う。
・市内企業の優れた製品やサービスの認知度向上や販路拡大のため、PR支援の充実を図る。
・技術展示会等を開催し、市内企業等と大手企業や研究機関とのマッチング支援を行うとともに、海外販
路開拓の支援を実施する。

継続

つくば産業創出支援事業

一部委託

         3.50          1.00          1.30          1.00          1.00

       600.00        300.00        160.00        600.00        600.00

有 有 有 有 有

      26,190        7,522        9,233        8,274        8,274

01-070102-13

        14.0         11.0          0.0          0.0          0.0          0.0

     145,821        8,934        9,663            0            0

毎年度

特になし

つくば市産業戦略

市内企業のビジネスの成長に繋がる環境を構築する。

補助金交付要綱及び要項に基づき、交付決定した件数

補助金交付決定件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

        38.0         23.0         23.0         23.0         23.0         23.0

自治事務（任意）

08働きがいも経済成長も

09産業と技術革新の基盤をつくろう

Ⅳ-2

Ⅳ-2

2

2

3

4

産業創出の支援

技術開発の支援

479

成果指標

105-1 106

経済部産業振興課

産業創出支援係

市内中小企業者等

件

           0            0       18,304       18,304       18,304

      92,977            0            0            0            0

       9,290            0            0            0            0

      43,554        8,934        9,663            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

「つくばクオリティ認定制度」の認定商品や役務について、市HPやSNS等で広く周知を図る。
事業者が気軽に交流できる場の提供やイベントの開催について検討を行う。
オンライン展示会等に対応するよう産業創出支援補助金の見直しを行う。

補助対象事業者に対し、産業創出支援補助金による販路拡大、中小企業経営力強化促進補助金による技術
力及び経営力強化等の支援を実施した。
「つくばクオリティ認定制度」を制定し、認定事業者の販路開拓及び販売促進の支援を実施した。
リンカーズによるマッチング支援や、メルマガを通じた情報提供、PRTIMESによる情報発信を実施した。

継続

5

3

4

5

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

やや遅れたが、今年度の事業計画は達成された。

市の関与の必要性が高い事業である。

戦略プラン等に掲げられた市の重点事業であり、優先的に取組む必要性が高い。

「つくばクオリティ認定制度」の認知度向上が必要である。
事業者に対し、新製品やサービス等のアイディアを生み出す機会を設ける必要がある。
事業者ニーズに沿った支援制度や事業環境の変化等に即した支援制度の構築が必要である。

特になし

       269.0

         0.0

         0.0

         0.0

       272.0

        23.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

（Ⅳ-２-②地元企業等の新たなチャレンジの支援）技術開発クラブの登録会員数（年度末時点）

つくばクオリティ認定制度における認定件数

技術開発クラブ会員数

認定制度の認定件数

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

       265.0

         0.0

         0.0

         0.0

       268.0

         0.0

         0.0

         0.0

       271.0

        10.0

         5.0

         0.0

       274.0

        10.0

         5.0

         0.0

       277.0

        10.0

         5.0

         0.0

       280.0

        10.0

         5.0

         0.0

－

成果指標

成果指標

会員

件

市内事業者の販路開拓及び販売促進の支援施策として「つくばクオリティ認定制度」を制定するとともに
、市HPの事業者向けページの精査、修正などにより各支援制度の広報を強化した。なお、産業創出に向け
た新たな支援制度の構築は、新型コロナウイルス感染症の影響により次年度以降に見送りとなった。


